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個人業主・
無給家族従業者
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有給役員
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常用雇用者
（正社員・正職員）
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常用雇用者
（正社員・正職員以外）
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 3.6%

臨時雇用者
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成18年

平成13年 10.0% 7.6%

（民営　単位：人、％）

男性 女性 男性 女性

1,077,816 100.0 607,245 470,571 1,090,092 100.0 616,944 473,148 △12,276 △1.1

66,989 6.2 49,276 17,713 79,770 7.3 58,938 20,832 △12,781 △16.0

21,518 2.0 4,172 17,346 29,630 2.7 5,134 24,496 △8,112 △27.4

78,610 7.3 56,216 22,394 82,644 7.6 59,178 23,466 △4,034 △ 4.9

910,699 84.5 497,581 413,118 898,048 82.4 493,694 404,354 12,651 1.4

872,394 80.9 480,079 392,315 864,259 79.3 478,020 386,239 8,135 0.9

正 社 員 ・ 正 職 員 528,592 49.0 357,522 171,070 554,902 50.9 372,809 182,093 △26,310 △ 4.7

正社員・正職員以外 343,802 31.9 122,557 221,245 309,357 28.4 105,211 204,146 34,445 11.1

38,305 3.6 17,502 20,803 33,789 3.1 15,674 18,115 4,516 13.4臨 時 雇 用 者

無 給 家 族 従 業 者

有 給 役 員

雇 用 者

常 用 雇 用 者

増減数 増減率

総 数

個 人 業 主

区           分 平成18年
構成
比

平成13年
構成
比

５ 従業上の地位別従業者数

(1) 従業者数の構成

－ －「雇用者」が全体の84.5％を占める

民営事業所について、従業上の地位別に従業者数をみると 「常用雇用者」が 万 人で、 87 2394
全体の ％を占め、これに「臨時雇用者」の３万 人（ ％）を合わせると 万 人80.9 8305 3.6 91 699
となり、これら「雇用者」は従業者全体の ％を占めています。84.5
また 「常用雇用者」のうち「正社員・正職員」は 万 人で全体の ％ 「正社員・、 、52 8592 49.0

正職員以外」は 万 人で ％ 「臨時雇用者」は３万 人で ％となっています。34 3802 31.9 8305 3.6、

（表２１、図１５）

表２１ 従業上の地位別従業者数

図１５ 従業上の地位別従業者数の構成比（平成１８年・１３年）
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 6.4

個人業主・
無給家族従業者

 7.3

有給役員

常用雇用者
（正社員・正職員）

 49.0%

 53.8

常用雇用者
（正社員・正職員以外）

 31.9%

 29.5

臨時雇用者
 3.6%

 3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全　国

京都府 8.2% 7.3%

（民営　単位：人、％）

京　都　府

男性 女性 男性 女性

1,077,816 100.0 607,245 470,571 54,184,428 100.0 31,097,080 23,087,348

66,989 6.2 49,276 17,713 2,700,499 5.0 1,907,705 792,794

21,518 2.0 4,172 17,346 775,542 1.4 149,739 625,803

78,610 7.3 56,216 22,394 3,930,365 7.3 2,825,433 1,104,932

910,699 84.5 497,581 413,118 46,778,022 86.3 26,214,203 20,563,819

872,394 80.9 480,079 392,315 45,150,330 83.3 25,421,057 19,729,273

正 社 員 ・ 正 職 員 528,592 49.0 357,522 171,070 29,157,978 53.8 20,095,910 9,062,068

正社員・正職員以外 343,802 31.9 122,557 221,245 15,992,352 29.5 5,325,147 10,667,205

38,305 3.6 17,502 20,803 1,627,692 3.0 793,146 834,546

個 人 業 主

平成18年

全　　国

構成比 平成18年 構成比
従業上の地位

総 数

臨 時 雇 用 者

無 給 家 族 従 業 者

有 給 役 員

雇 用 者

常 用 雇 用 者

◇ 全国構成比との比較

全国に比べ「個人業主 「正社員・正職員以外」の割合が高く－ 」、

－「正社員・正職員」が低い

従業上の地位別に従業者数の構成比を全国と比較すると 「正社員・正職員以外」が、京都府、

は ％で全国の ％に比べ ポイント 「個人業主」が、京都府は ％で全国の ％31.9 29.5 2.4 6.2 5.0、

に比べ ポイント 「臨時雇用者」が、京都府 は ％で全国の ％に比べ ポイントそれ1.2 3.6 3.0 0.6、

ぞれ高くなっています。

一方 「正社員・正職員」では、京都府は ％で全国の ％に比べ ポイント低くなっ、 49.0 53.8 4.8
ています。

また 「正社員・正職員」と「正社員・正職員以外」を合わせた「常用雇用者」では、京都府、

は ％で全国の ％に比べ ポイント 「常用雇用者」と「臨時雇用者」を合わせた「雇80.9 83.3 2.4 、

用者」では、京都府は ％で全国の ％に比べ ポイントそれぞれ低くなっています。84.5 86.3 1.8
（表２２、図１６）

表２２ 従業上の地位別従業者数と構成比（京都府・全国）

図１６ 従業上の地位別従業者数の構成比（京都府・全国）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員・
正職員

正社員・
正職員以外

臨時雇用者

男性 女性

◇ 男女別の状況

35 7522 67.6従業上の地位別に 雇用者 を男女別にみると 男性は 正社員・正職員 が 万 人「 」 、 「 」 （

％）で「正社員・正職員以外」の 万 人（ ％）を大きく上回っているのに対し、女性12 2557 35.6
22 1245 64.4 17 1070 32.4は 正社員・正職員以外 が 万 人 ％ と 正社員・正職員 の 万 人「 」 （ ） 、「 」 （

％）を上回っています。 （表２１、図１７）

図１７ 従業上の地位別雇用者の男女比

(2) 従業者数の増減

「雇用者」のうち「正社員・正職員」が減少し、－

－「正社員・正職員以外 「臨時雇用者」が大きく増加」、

従業上の地位別に従業者数の増減をみると 「正社員・正職員」が２万 人（△ ％）減、 6310 4.7
2781 16.0 8112 27.4少し、次いで「個人業主」が１万 人（△ ％ 「無給家族従業者が」 人（△）、

％ 「有給役員」が 人（△ ％）それぞれ減少しています。）、 4034 4.9
一方 「正社員・正職員以外」は３万 人（ ％増 「臨時雇用者」は 人（ ％、 ）、4445 11.1 4516 13.4

増）増加しています。

この結果 「正社員・正職員」と「正社員・正職員以外」を合わせた「常用雇用者」は 人、 8135
（ ％増 「常用雇用者」と「臨時雇用者」を合わせた「雇用者」は１万 人（ ％増）0.9 2651 1.4）、

それぞれ増加しています。 （表２１、図１８）
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図１８ 従業上の地位別従業者数の対前回増減率

(3) 従業上の地位別、産業別の状況

－ －「飲食店，宿泊業 「教育，学習支援業」は「正社員・正職員以外」の割合が高い」

民営事業所について、産業大分類別に従業上の地位別の構成比をみると 「正社員・正職員」、

の割合が高い産業は「電気・ガス・熱供給・水道業 （ ％ 「金融・保険業 （ ％ 「鉱」 ）、 」 ）、97.7 79.2
業 （ ％ 「運輸業 （ ％ 「情報通信業 （ ％）で、その占める割合が７割を超え」 ）、 」 ）、 」74.4 72.4 71.3
ています。

一方 「飲食店，宿泊業 （ ％）は２割台 「不動産業 （ ％ 「農林漁業 （ ％ 、、 」 、 」 ）、 」 ）22.1 37.7 38.6
「卸売・小売業 （ ％）は３割台と低くなっています。」 39.3
「個人業主」の割合が比較的高い産業は 「不動産業 （ ％ 「飲食店，宿泊業 （ ％）、 」 ） 」20.6 12.0

などで 「有給役員」の割合が比較的高い産業は「不動産業 （ ％ 「農林漁業 （ ％）、 」 ）、 」20.5 18.8
、「 」 、「 ， 」（ ）、「 ，など 正社員・正職員以外 の割合が比較的高い産業は 飲食店 宿泊業 ％ 教育53.2

学習支援業 （ ％ 「卸売・小売業 （ ％）などとなっています。」 ） 」43.6 40.0
（表２３、図１９）
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（民営　単位：人、％）

全産業
農林
漁業

鉱 業 建設業 製造業
電気・ガス
・熱供給
・水道業

情報
通信業

運輸業

実数 1,077,816 2,185 497 60,520 206,958 2,445 16,801 47,943

構成比 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.1

実数 66,989 - 6 4,491 8,817 - 64 712

構成比 6.2 - 1.2 7.4 4.3 - 0.4 1.5

実数 21,518 - 2 1,265 3,962 - 19 120

構成比 2.0 - 0.4 2.1 1.9 - 0.1 0.3

実数 78,610 410 87 10,259 16,556 17 1,154 1,678

構成比 7.3 18.8 17.5 17.0 8.0 0.7 6.9 3.5

実数 910,699 1,775 402 44,505 177,623 2,428 15,564 45,433

構成比 84.5 81.2 80.9 73.5 85.8 99.3 92.6 94.8

実数 872,394 1,567 399 41,014 174,105 2,426 15,174 44,456

構成比 80.9 71.7 80.3 67.8 84.1 99.2 90.3 92.7

実数 528,592 843 370 35,281 133,114 2,388 11,974 34,728

構成比 49.0 38.6 74.4 58.3 64.3 97.7 71.3 72.4

実数 343,802 724 29 5,733 40,991 38 3,200 9,728

構成比 31.9 33.1 5.8 9.5 19.8 1.6 19.0 20.3

実数 38,305 208 3 3,491 3,518 2 390 977

構成比 3.6 9.5 0.6 5.8 1.7 0.1 2.3 2.0

卸売・
小売業

金融・
保険業

不動産業
飲食店，
宿泊業

医療，
福祉

教育，学
習支援業

複合
サービス

事業

サービス業
(他に分類
されない

もの)

実数 258,357 23,041 22,332 112,926 109,692 48,037 12,021 154,061

構成比 100.0 100.0 99.9 100.0 100.0 99.9 99.9 100.0

実数 17,299 232 4,598 13,597 3,943 2,372 30 10,828

構成比 6.7 1.0 20.6 12.0 3.6 4.9 0.2 7.0

実数 7,084 59 1,149 4,174 850 274 6 2,554

構成比 2.7 0.3 5.1 3.7 0.8 0.6 0.0 1.7

実数 21,853 1,039 4,587 3,805 3,057 981 609 12,518

構成比 8.5 4.5 20.5 3.4 2.8 2.0 5.1 8.1

実数 212,121 21,711 11,998 91,350 101,842 44,410 11,376 128,161

構成比 82.1 94.2 53.7 80.9 92.8 92.4 94.6 83.2

実数 204,877 21,618 11,507 85,094 98,887 42,279 11,025 117,966

構成比 79.3 93.8 51.5 75.4 90.1 88.0 91.7 76.6

実数 101,654 18,243 8,419 24,980 60,504 21,336 7,369 67,389

構成比 39.3 79.2 37.7 22.1 55.2 44.4 61.3 43.7

実数 103,223 3,375 3,088 60,114 38,383 20,943 3,656 50,577

構成比 40.0 14.6 13.8 53.2 35.0 43.6 30.4 32.8

実数 7,244 93 491 6,256 2,955 2,131 351 10,195

構成比 2.8 0.4 2.2 5.5 2.7 4.4 2.9 6.6

区　　分

総　数

個人業主

無給の家族従業者

有給役員

臨時雇用者

雇用者

常用雇用者

正社員・正職員

正社員・正職員以外

区　　分

総　数

個人業主

無給の家族従業者

正社員・正職員以外

臨時雇用者

有給役員

雇用者

常用雇用者

正社員・正職員

表２３ 従業上の地位、産業（大分類）別従業者数及び構成比
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個人業主・
無給の家族従業者

有給役員

常用雇用者（正社員・正職員）

常用雇用者
（正社員・正職員以外） 臨時雇用者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス業
(他に分類されないもの)

複合サービス事業

教育，学習支援業

医療，福祉

飲食店，宿泊業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信業

電気・ガス・
熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業

農林漁業

全産業

図１９ 従業上の地位、産業（大分類）別従業者数の構成比
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（民営　 単位：事業所、人、％）

常用雇用者数

計
正社員・
正職員

正社員・
正職員
以外

1 604 書籍・文房具小売業  1,338 14,919 12,724 2,392 10,332 81.2

2 773 学習塾  1,205 8,932 7,100 1,343 5,757 81.1

3 57A 料理品小売業  1,167 9,989 8,257 1,669 6,588 79.8

4 70A 一般食堂  1,670 12,595 10,173 2,113 8,060 79.2

5 90A 労働者派遣業  155 17,354 14,214 3,064 11,150 78.4

6 571 各種食料品小売業  713 20,472 18,082 3,980 14,102 78.0

7 551 百貨店，総合スーパー  49 15,109 14,954 3,382 11,572 77.4

8 57B 他に分類されない飲食料品小売業  2,585 24,095 19,594 4,456 15,138 77.3

9 712 バー，キャバレー，ナイトクラブ  3,715 9,143 4,471 1,061 3,410 76.3

10 70C 西洋料理店  718 6,212 5,191 1,270 3,921 75.5

11 75H 訪問介護事業  181 5,683 5,223 1,285 3,938 75.4

12 713 酒場，ビヤホール  2,334 12,010 8,617 2,133 6,484 75.2

13 704 喫茶店  2,795 10,509 6,615 1,694 4,921 74.4

14 70D 中華料理店  947 7,306 5,998 1,557 4,441 74.0

15 82A 普通洗濯業　  1,611 5,538 3,648 1,233 2,415 66.2

順位
分類
番号

常用雇用者
に占める

「正社員・正
職員以外」

の割合

産  業  小  分  類
事業
所数

従業
者数

◇ 産業小分類別「正社員・正職員以外」の状況

－ －「書籍・文房具小売業」は「正社員・正職員以外」が81.2％を占める

「常用雇用者」に占めるパート・アルバイトなどの「正社員・正職員以外」の割合を従業者数

が５千人以上の産業小分類別にみると 書籍・文房具小売業 が ％と最も高く 次いで 学、「 」 、 「81.2
習塾」が ％ 「料理品小売業」が ％ 「一般食堂」が ％などとなっています。81.1 79.8 79.2、 、

（表２４）

表２４ 常用雇用者のうち「正社員・正職員以外」の割合が高い業種

◇ 派遣・下請従業者数の状況

他事業所からの派遣・下請従業者数が最も多いのは「製造業」－

－他事業所への派遣・下請従業者が多いのは「 」サービス業(他に分類されないもの）

「別経営の事業所からの派遣・下請従業者」数は４万 人で、事業従事者全体に対する比2731
率は ％となっています。3.9

11.6% 7.9これを産業大分類別にみると 「情報通信業」が と最も多く、次いで「製造業」が、

％ 「運輸業」が ％となっています。、 5.6
また、派遣先事業所の産業大分類別内訳をみると 「製造業」が１万 人で最も多く、次い、 7450
「 」 、「 ）」 、「 ， 」で 卸売・小売業 が 人 サービス業(他に分類されないもの が 人 医療 福祉6036 3895

が 人となっています。 （表２５、図２０）3593
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（民営　単位：事業所、人、％）

従　　業　　者　　数

　　産業大分類

（Ａ） 計（Ｂ） 男性 女性 計（Ｃ） 男性 女性
Ｄ

=Ａ－Ｂ＋Ｃ
Ｃ÷Ｄ×100

Ａ～Ｑ 全 産 業 1,077,816 607,245 470,571 27,241 14,115 13,126 42,731 23,619 19,112 1,093,306 3.9

Ａ～Ｃ 農林漁業 2,185 1,350 835 7 4 3 37 25 12 2,215 1.7

Ｄ 鉱 業 497 405 92 3 3 - 7 6 1 501 1.4

E 建 設 業 60,520 49,176 11,344 516 453 63 2,239 1,927 312 62,243 3.6

Ｆ 製 造 業 206,958 140,889 66,069 4,368 3,577 791 17,450 11,527 5,923 220,040 7.9

Ｇ
電気・ガス・
熱供給・水道業

2,445 2,280 165 3 - 3 64 5 59 2,506 2.6

Ｈ 情報通信業 16,801 11,800 5,001 707 500 207 2,102 1,141 961 18,196 11.6

Ｉ 運輸業 47,943 41,193 6,750 357 315 42 2,806 2,002 804 50,392 5.6

Ｊ 卸売・小売業 258,357 133,674 124,683 1,300 717 583 6,036 2,239 3,797 263,093 2.3

Ｋ 金融・保険業 23,041 11,333 11,708 118 92 26 1,051 254 797 23,974 4.4

Ｌ 不動産業 22,332 13,252 9,080 344 259 85 470 275 195 22,458 2.1

Ｍ 飲食店，宿泊業 112,926 50,810 62,116 314 140 174 1,404 471 933 114,016 1.2

Ｎ 医療，福祉 109,692 31,105 78,587 465 144 321 3,593 995 2,598 112,820 3.2

Ｏ 教育，学習支援業 48,037 25,903 22,134 244 102 142 1,464 502 962 49,257 3.0

Ｐ 複合サービス事業 12,021 8,022 3,999 22 10 12 113 57 56 12,112 0.9

Ｑ
サービス業
（他に分類されないもの）

154,061 86,053 68,008 18,473 7,799 10,674 3,895 2,193 1,702 139,483 2.8

男性 女性

他からの派
遣・下請従業

者の比率
（％）

他からの
派遣・下請従業者数

事業
従事者数うち他への派遣・下請

従業者数

総
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表２５ 産業大分類別「別経営の事業所からの派遣・下請従業者」の比率
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